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外部評価に関する概要について

１．外部評価実施の趣旨
２．評価事項と評価の観点
３．評価事項ごとの実施状況

(1)大学の理念
(2)教育活動
(3)研究活動
(4)高専連携
(5)地域・社会との連携
(6)国際化
(7)社会変化への対応

４．今後のスケジュール

１．外部評価実施の趣旨(1)

長岡技術科学大学は実践的・創造的技術者となるための技術専門
教育を修めた高専卒業生を第３学年に編入生として受け入れ、学
部・大学院一貫教育により指導的技術者として社会に輩出する
ミッションを持ち、昭和51年に開学した。

当初より、実務訓練、産学連携共同研究制度などを始めるととも
に、全国初のツイニングプログラムを始めとする戦略的国際交流、
国立大学発ベンチャーの第1号、日本初の安全技術者育成のための

システム安全専攻設置など、前例の無い制度、プログラムを次々
と先取りしてきている。

本学の理念は、「本学は、社会の変化を先取りする“技学”を創
成し、未来社会で持続的に貢献する実践的・創造的能力と奉仕の
志を備えた指導的技術者を養成する、大学院に重点を置いたグ
ローバル社会に不可欠な大学を目指します。」であり、このよう
な理念とそれに基づく実務訓練（長期インターンシップ）をはじ
めとした数々の特色ある教育プログラムにより、ものづくり指向
の高専からの第３学年編入生が多数を占めるという他大学にない
受け入れ学生の特徴とも相まって、他大学では実現が難しい、技
学に基づく実践的・創造的技術者の育成という、産業界が求める
人材育成を行っている。



１．外部評価実施の趣旨(2)

また、近年のグローバル化、産業構造の変化、さらには長岡・

豊橋技術科学大学以外の一般大学における高専卒業生の受け入

れ枠の増加、全高専での専攻科設置などの状況変化を受け、本

学のミッションの明確化とその展開を強化するため、平成23
年度に『中長期成長戦略』をとりまとめ、すでに戦略に基づい

た施策を進めている。

この実務訓練は単なる就職のための就業体験ではなく、大学院

進学予定者全員に課し、自らの課題を見極め、幅広い視野から

の総合的な判断能力を涵養する教育プログラムであり、工学知

識を実際の問題に応用する実践的教育プログラムであり、産業

活動のグローバル化をにらみ海外にもいちはやく多くの学生を

派遣している。

１．外部評価実施の趣旨(3)

平成16年の国立大学法人化以降、法人の中期目標・中期計画に

基づく実績評価や教育の質保証のための機関別認証評価が実施

されてきたが、国立大学共通の評価となっており、大学の特

徴・個性は評価されにくくなっている。

法人評価（中期目標・中期計画）：目標・計画に対して、どれ
だけ達成できたかを評価する。

機関別認証評価：大学設置基準等を満足しているかを評価する。

こうした評価では明確とはなりにくい本学の特徴・個性を外部

有識者に評価いただき、評価結果を本学の運営に反映させ、

本学の特徴・個性の発展につなげることが重要。



大学全景

キャンパス面積 386,216㎡

東京ドーム（46,755㎡）約８個分の面積

○学生数 定 員 現 員

工学部（７課程） 940人 1,259人（うち女子138
人）

大学院工学研究科

修士課程（８専攻） 823人 918人（うち女子74人）

博士課程（４専攻） 120人 182人（うち女子38人）

大学院技術経営研究科（システム安全専攻）

専門職学位課程 30人 32人（うち女子2人）

合 計 1,913人 2,391人

○教職員数 343人

教員数 212人（学長1、理事3、監事2、教授76、准教授76、講師
2、

助教51、助手1）

事務局 131人

学生数および教職員数



工学修士の授与数（平成3年7月から19年3月）

1 東工大 16,809 14 豊橋技大 5,431 27 金沢大 3,629

2 阪 大 16,017 15 広島大 5,420 28 群馬大 3,484

3 京 大 12,759 16 信州大 5,293 29 山口大 3,409

4 東 大 12,191 17 東農工大 4,918 30 山形大 3,388

5 九 大 11,571 18 千葉大 4,641 31 岐阜大 3,344

6 東北大 10,122 19 京工繊大 4,457 32 福井大 3,146

7 名 大 10,109 20 静岡大 4,445 33 室工大 3,065

8 北 大 7,682 21 神戸大 4,405 34 北陸先端大 2,903

9 九工大 7,215 22 筑波大 4,203 35

10 横国大 6,632 23 熊 大 4,053 36

11 名工大 6,444 24 徳島大 3,910 ・

12 電通大 5,791 25 岡山大 3,824 ・

13 長岡技大 5,581 26 新潟大 3,717 45 奈良先端大 2,251

修了生輩出の規模

教育・研究組織

機械系

系

電気系

物質・材料系

環境・建設系

生物系

経営情報系

システム安全系

機械創造工学課程・専攻

電気電子情報工学課程・専攻

材料開発工学課程・専攻

生物機能工学課程・専攻

経営情報ｼｽﾃﾑ工学課程・専攻

工学部／大学院･修士

建設工学課程・専攻

環境システム工学課程・専攻

システム安全専攻

専門職

情報・制御工学
専攻

材料工学専攻

エネルギー・環境
工学専攻

生物統合工学

専攻

大学院・博士

教育開発系

原子力安全系

原子力ｼｽﾃﾑ安全工学専攻

研究組織 教 育 組 織



２．評価事項と評価の観点(1)
評価事項 評価の観点

１．
大
学
の
理
念

(1)技学の実践・構築状況 ○技学の実践状況
・本学の理念に基づいた技学に実践が行われているか。

○技学の対外アピール状況
・学内外へ技学の発信が推進されているか。

(2)ＶＯＳ精神の実践状況 ○ＶＯＳの精神の教育状況
・ＶＯＳの精神に基づいた教育が行われているか。

○ＶＯＳのアピール状況
・学内外へＶＯＳの発信が推進されているか。

２．
教
育
活
動

(1)入学者の受け入れ状況 ○入学者の受け入れ状況

・本学の理念に基づいた入学者を受け入れるための取り組みが行われ
ているか。

(2)学部・修士一貫教育実施状
況

○一貫教育実施状況
・一貫教育の実施により、大学の理念に基づく人材育成が推進されてい

るか。

○一貫教育の質の向上に向けた取り組みの状況
・一貫教育の質の向上に向けた取り組みが行われているか。

(3)実務訓練実施状況 ○実務訓練実施状況
・実務訓練の実施により、本学の理念に基づく人材育成が推進されてい

るか。

○実務訓練の質の向上に向けた取り組みの状況
・実務訓練の質の向上に向けた取り組みが行われているか。

(4)指導的技術者の養成状況 ○指導的技術者の養成に関する取り組みの状況
・本学の理念に基づいた指導的技術者の育成のための教育が行われてい

るか。

(5)社会人の受け入れ状況 ○技術科学大学としての社会人の受け入れ状況
・本学の理念に基づいた社会人学生への教育が行われているか。
・学び直しの機会を提供しているか。

○社会人学生の支援状況
・社会人学生への支援が適切に行われているか。

２．評価事項と評価の観点(2)

評価事項 評価の観点

３．
研
究
活
動

(1)研究の実施状況 ○研究実施状況
・本学の目指すべき方向性に沿った研究活動が展開されているか。

○研究の高度化に向けた取り組みの状況
・研究の高度化に向けた取り組みを推進しているか。

○研究成果の発信状況
・研究成果の発信等により、成果の活用が行われているか。

○研究の今後に向けた取り組みの状況
・研究の今後に向けた取り組みが行われているか。

(2)産学融合トップランナー発
掘・養成システム（テニュア
トラック事業）の進捗状況

○実施状況
・有能な若手研究者の発掘、育成に積極的に取り組んでいるか。

４．
高
専
連
携

(1)高専との連携状況 ○高専出身学生の獲得状況
・高専からの学生の獲得が適切に行われているか。

○高専への情報発信状況
・高専への情報発信が十分に行われているか。

○高専教育を分析した上での接続教育実践状況
・高専教育を分析しているか。
・高専からの接続教育についての取り組みが進められているか。

○研究面に関する高専との連携状況
・高専教員との共同研究を推進しているか。
・高専教員との研究活動を支援する取り組みを行っているか。

５．
地
域・
社
会と
の連
携

(1)地域・社会との連携実施状
況

○地域・社会との連携実施状況
・地域・社会との連携活動が実施され、地域・社会への貢献が行われて

いるか。

(2)産学官連携実施状況 ○技術科学大学としての産学官連携の取り組み状況
・本学の特性を活かした産学官連携による活動が実施されているか。



２．評価事項と評価の観点(3)

評価事項 評価の観点

６．
国
際
化

(1)グローバル化の推進状況 ○留学生の受け入れ状況
・留学生の受け入れが積極的に行われているか。

○留学生支援の状況
・留学生への支援が十分に行われているか。

○留学生への教育状況
・留学生への教育が適切に行われているか。

○国際的連携による教育活動状況
・国際的連携による教育活動が展開されているか。

○国際的連携による研究活動状況
・国際的連携による研究活動が展開されているか。

７．
社
会
変
化
への
対
応

(1)社会変化への対応状況 ○社会ニーズを踏まえた大学改革の実施状況
・社会ニーズを踏まえた大学改革を行っているか。

３．評価事項ごとの実施状況

1.大学の理念

創設趣旨創設趣旨
社会要請に応えるため，実践的な技術の開発
を主眼とした教育研究を行う大学院に重点を置
いた工学系の大学として，新構想のもとに設置

本学の理念本学の理念

本学は，社会の変化を先取りする“技学”を創
成し，未来社会で持続的に貢献する実践的・創
造的能力と奉仕の志を備えた指導的技術者を
養成する，大学院に重点を置いたグローバル
社会に不可欠な大学を目指します

技 学技 学
現実の多様な技術対象を科学の局面からとら
え直し、それによって、技術体系をいっそう発
展させる技術に関する科学

本学のモットー ＶＯＳ

Ｖ は Vitality〔活力〕を，
Ｏ は Originality〔独創力〕を，
Ｓ は Services〔世のための奉仕〕を， 意味しています。



(1)技学の創出

技学に基づく多くのイノベーションと、技学の体系構築を目指
した、研究開発が行われている。

脳波信号の処理技術により、感
情や、情緒を定量化し、製品化
等に広く利用されている。

高速道路の70%
以上がこの技術
による舗装

スカイツリーを始め
多くの水族館にこの
技術を採用



(2)技学を担う実践的・創造的技術者の育成

・学部定員の80％が高専本科からの3年編入
・学部修士一貫教育

この特性を生かした実践的・創造的技術者の
教育プログラムの実施

•社会における技術の要請と学問の意義を認識する。

•自己の創造性を発揮できる場を模索する。

•実践的な技術感覚を養う。

•多くの大学で取り入れられるようになった「就業体験
や進路の模索」を目的とするインターンシップとは異な
り、実践的技術者育成のために企業と本学で事前に計画
したプログラムを実施。

•大学院での研究活動や就職して実務に就いた際の，技
術の創造展開に役立たせる。

•社会性や社交性，協調性を身につける。

•海外においても長期の実務訓練を行い、グローバル技
術者の育成プログラムでもある。

実践的・創造的技術者育成のための最重要教育プログラム

実務訓練

目的

特色



特色ある教育システム・プログラム

・博士課程では、修士課程までの学問分野を超えた融合的・学
際的専攻を設置（エネルギー・環境、情報制御、材料、生物統
合）

・全学的研究プロジェクトや技術開発センタープロジェクトに
積極的に参加させ、研究能力の高度化や実践的・創造的能力を
養成

・大学院に特別コースを設け、グローバルに活躍し、イノベー
ションを起こすことのできる技術者を育成

公募による人材育成プログラム(最近の事例）

・異分野チーム編成融合型グローバルリーダー養成コース H20-
・学習サポーター制度による教育力の進化 H21-
・社会の多様化とグローバル化の進展に対応した戦略的技術者育成 H22-
－高専と協働する技術者育成アドバンスドコース－

・安全パラダイム指向博士育成基盤教育推進事業 H22~
・GPGPU実践教育によるハードウエア指向型ＩＴ人材育成 H23-
・産学融合トップランナー発掘・養成システム （テニュアトラック）H19-
・環太平洋新興国との高度な双方向連携教育研究による持続型社会構築のための人材

育成・新産業創出拠点形成 H23-

学習サポーター制度



卒業生・修了生の活躍

例えば、世界で7割のシェア―を持つ製品の技術開発を

行った者、ベンチャー企業を立ち上げ、その技術が文部
科学大臣賞を受賞したもの、ダカールラリー・トラック
部門で企業の総責任者となり、優勝に導いた者など、産
業界の主に技術部門において、技術イノベーションの創
出に携わり、産業活性化、国際的な競争力の増強に貢献
する技術者を輩出している。

また、海外進出企業の現地法人社長として活躍している
者も多数おり、企業の海外展開に貢献する技術者も多く
輩出している。

このような卒業生、修了生の活躍が、本学の高い就職率と
なっている。

就職がすごい！

全国大学のうち１位
（全国公私立含む、就職決定者数３００人以上）

高専５年のキャリアアップ教育に加え、学部４年生の実務訓練（４
～５ヶ月間のインターンシップ）により、実学を重視する教育方針と
即戦力としての能力の高さが、産業界等に高く評価され、優良企業
を中心にほぼ就職率100%を常に達成。

本学は、「週刊エコノミスト」の「就職できる大学」で、国立大学の中
でも上位にあげられています。

20

就職に強い大学
2010読売新聞社発行



３．就職状況 就職率（ランキング）

（読売新聞社 就職に強い大学2013抜粋）

４．就職支援 就職担当教員１人あたり学年定員(756大学中）

（週刊朝日2013年版「大学ランキング」抜粋）



(3)ＶＯＳの精神

指導的技術者育成のため、組織の指導者として必要なマネジメン
ト能力及び文化的、社会的、国際的な素養の育成に必要な共通科
目を学部のみならず、修士課程においても必修として開設するな
ど、ＶＯＳの精神にのっとった教育が行われている。

その発露として、1991年から開始されたＮＨＫ大学ロボコンに積
極的に参加し、2011年の大会では準優勝、2012年の大会でもベス

ト４、アイディア賞を受賞するなど、強豪校として認知されてい
る。

また、ボランティアサークルの活動も極めてさかんで、東日本大
震災や、中越地震などの大災害の際の活動は勿論のこと、日常的
に地域でのボランティア活動を実施しており、しばしば感謝状を
贈られている。

２．大学力 コンテスト入賞（NHKロボコン）

（週刊朝日2013年版「大学ランキング」抜粋）



２.教育活動

(1)入学者の受入れ状況

本学は、活力（Vitality)、独創力（Originality）及び世のための奉仕

（Services）を重んじるＶＯＳの精神をモットーとして、実践的・創造

的能力を備え国際的に通用する指導的技術者・研究者を養成すること

を目的に、学部から大学院までの一貫教育を行っており、次のような

学生を広く求めます。

1.技術や科学に強い関心をもち、それにかかわる学習に必要な

基礎学力をもつ人

2.人間性が豊かで、責任感のある誠実な人

3.技術や科学を通じて社会に貢献する意欲をもつ人

4.自ら積極的に学習や研究に取り組む意欲をもつ人

5.新しい分野の開拓や理論の創出、もの作りに意欲をもつ人

6.独自の優れた個性を発揮する意欲をもつ人

本学の理念に基づいた入学者を受け入れるため、下記のアド
ミッションポリシーを定め、基礎学力や意欲等の評価を行い、
入学試験を実施している。

１．教育環境

（週刊朝日2013年版「大学ランキング」抜粋）

・82国立大学（大学院大学を除く）中、18大学がオールＡ評価
【オールA評価の大学】

東京大、京都大、大阪大、東北大、九州大、名古屋大、北海道大
筑波大、群馬大、金沢大、神戸大、広島大
長岡技大、東京農工大、お茶の水女子大
上越教育大、鳥取大、鳴門教育大、



(2)学部修士一貫教育実施状況

学部修士一貫教育により、「実務訓練」、「学部3，4年生に対し

て、人文科学、社会・管理科学、複合領域科目を14単位、修士に

おいても、知的能力高度化科目、社会国際間高度化科目、管理能

力高度化科目等の共通科目を6単位の選択必修」などを実施する

ことが可能となっており、

このような特徴あるカリキュラムにより実践的・創造的能力を持

つ指導的技術者の育成を行っている。

実務訓練機関
関係者

国内実務
訓練学生

海外実務
訓練学生

１０月 ２月６月５月

実務訓練受け
入れ可能機関
の調査

実務訓練
ガイダンス

実務訓練
シンポジウム

９月

海外実務訓練
生派遣（１か月
の語学研修）

実務訓練
成果報告会

実務訓練委員
＆
指導教員

実務訓練委員
＆

課程主任

実務訓練
派遣期間

実務訓練
責任者

国内実務訓
練生派遣

実務訓練の年間スケジュール概要

(3)実務訓練実施状況



受入機関業種（機関数） 機械系 電気系
物質・
材料系

環境・
建設系

生物系
経営
情報系

合計

官公庁・公団等 28 1 8 1 11 15 11 47
建設業 21 1 3 19 1 24
製造業 139 63 85 27 18 12 10 215

運輸通信業 8 1 15 2 2 1 21
電力・ガス・水道 0
サービス業 38 2 11 21 2 7 43
海外の企業等 28 15 7 9 9 5 6 51

合計 262 83 129 37 80 37 35 401

平成24年度

海外の企業等：
マラ教育財団（マレーシア）、Toshiba Semiconductor（タイ）、ハノイ工科大学（ベトナ

ム）、鄭州大学（中国）、カタルニア工科大学（スペイン）、オーストラリア原子力科学技
術機構（オーストラリア）、ピッツバーグ大学（アメリカ）等

受け入れ機関数と派遣学生数

ヨーロッパ
イギリス（３）
スペイン（４）
ドイツ （１）
ハンガリー（１）
フランス（２）

アジア
中 国（５）
韓 国（３）
台 湾（１）
タ イ（７）

マレーシア（６）
ベトナム（４）

シンガポール（４）
インド（２）

インドネシア（２）

オセアニア
オーストラリア

（１）

世界１７カ国
５１名

北アメリカ
アメリカ（１）
メキシコ（４）

平成24年度海外実務訓練派遣状況



これまでの海外実務訓練派遣状況

(4)指導的技術者の育成状況

・異分野チーム編成融合型グローバルリーダー養成コース H20-
・学習サポーター制度による教育力の進化 H21-
・社会の多様化とグローバル化の進展に対応した戦略的技術者育成 H22-
－高専と協働する技術者育成アドバンスドコース－

・安全パラダイム指向博士育成基盤教育推進事業 H22~
・GPGPU実践教育によるハードウエア指向型ＩＴ人材育成 H23-
・産学融合トップランナー発掘・養成システム （テニュアトラック）H19-
・環太平洋新興国との高度な双方向連携教育研究による持続型社会構築のための人材

育成・新産業創出拠点形成 H23-

学部修士一貫教育により、「実務訓練」、「学部3，4年生に対

して、人文科学、社会・管理科学、複合領域科目を14単位、修

士においても、経営工学、教養科目等の共通科目を6単位の選

択必修」などを実施することが可能となっており、

このような特徴あるカリキュラムにより実践的・創造的能力を

持つ指導的技術者の育成を行っている。

上記に加え、下記のような様々な教育プログラムに参加させる
ことにより、指導的技術者の育成を行っている。



3Ｇマインド一貫コース

異分野融合コース

平成22年度に本コース所属の学

生チームが日本経済新聞社主催
の第３回「企業に研究開発して
ほしい未来の夢」アイデア・コ
ンテスト（愛称：テクノルネサ
ンス・ジャパン）において提案
した、従来のＬＥＤ照明の欠点
をすべて解消した新回路「超小
型低コストＬＥＤ照明」が「旭
化成賞」の最優秀賞を受賞



安全パラダイム指向博士育成コース

異なる分野の2名が指導教員となる。

修士

背景 現状の課題

・アジア、メキシコを含む環太平洋新興国での天然資源有効利用、廃水・廃棄物処理において、環境・資源リサイクルに関する
技術と人材が不足
・今後の科学技術外交や日本の国際地位の向上の観点から、新興国で活躍ができるグローバル人材が求められるが、日本人
学生の外国就労の意識は低い
・日本を基軸とした環太平洋グリーンイノベーション人材、技術の輩出のための連携体制が無い

課題解決のポイント

・グリーンイノベーションによる環境・エネルギー大国戦略。ア

ジア諸国の環境や安全安心等の分野において日本の技

術・経験を持続可能な成長のエンジンとして活用（国「新

成長戦略」）

・外国人学生・日本人学生の垣根を越えた協働教育を

はじめとする高等教育の国際化を支援するほか、外国大

学との単位相互認定の拡大、（中略）日本人学生等の留

学・研修への支援等海外経験を増やすための取組につい

ても強化する。（国「新成長戦略」「グローバル人材の育成

と高度人材等の受入れ拡大）)

新しい国際連携教育モデル（一貫型連携ダブルディグリーによるグローバル人材育成）の構築と新産業創出拠点の形成

環太平洋新興国グローバルリーダー養成のための一貫型博士DDプロ
グラム

環太平洋グリーンイノベーションセン
ター

持続的社会を先導するグリーンイノベーション分野（環境、エネルギー、バイオ，物質材料）のためのグローバル人材育成を、環太平洋新興国との双
方向連携教育体制による、一貫型大学院ダブルディグリーコースを新たに設け、推進することで、バイオマス資源、産業廃棄物等の高度利用、高度
資源化を実現する人材を輩出し、我が国のイニシアチブのもと新産業創出拠点を構築する。

拠点大学

連携大学・
研究機関

○修士・博士の一貫教育によるグローバルセンスの養成
○多国間チーム編成Co-op教育研究体制
○現地実装型技術者育成（拠点校とのDDプログラム）

研究開発・社会人再教育

キャリアアップ
現地企業・日系企業
現地研究機関

研究開発・人材育成
ダブルディグリー

○グリーンイノベーションの進展による持続的発展社会構築に寄与
○グローバルリーダー技術者による日本の優位性確保 ○戦略的資源、豊富な天然資源の確保

実施体制 教育・研究
システム

○環太平洋諸国の拠点大学との一貫型大学院ダブルディグリー教育体制
○各地域に特色のあるグリーンイノベーション研究の実施と技術の現地実装化
○本学を拠点とし各国間の教育・研究手法の確立と成果の共有・活用体制構築
○拠点大学を介した現地企業、研究機関等の社会人技術者再教育による国際協力

・将来の産業化を視野に入れ、新興国の実情を意識し、外国人と日本人学生が一緒に教育や研究に取り組む体制作りとその
運用、実質化
・我が国と単一国の関係だけではなく、環太平洋レベルでの成果共有と、改善体制の構築により共にスパイラルアップできる仕組み
づくり
・日本人学生が新興国に興味関心を持ち、将来実際に活躍できる環境や道筋づくり

・テキーラバイオ燃料、
ダイキャスト廃棄物資
源（メキシコ）

・パームオイルのエネル
ギー資源化とバイオ
材料（マレーシア）

・ヤシ、エビ等のバイオ
資源の高付加価値
化（ベトナム）

期待される波及効果

長岡技
術科学
大学

連携型リサーチイ
ンターンシップ

博士専攻修士専攻

拠点
大学

修士
論文
提出

博士
論文
提出

博士
論文
提出

持続型グローバル社会構築演習
リサーチプロポーザル

連携型先端研究プロジェクト

連携型先端研
究プロジェク
ト

多国間チーム編成Co-op教員研究
指導

グ
ロ
ー
バ
ル
リ
ー
ダ
ー
技
術
者

コース
入学 連携研究連携研

究

連携研究 連携研究
現地実装技術の開発

環太平洋新興国との高度な双方向連携教育研究による
持続型社会構築のための人材育成・新産業創出拠点形成



(5)社会人の受入れ状況

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

学士課程 1

修士課程 10(8) 11(11) 10(10) 9(8) 14(13)

博士後期課程 15(10) 12(4) 10(7) 10(5) 10(3)

専門職学位課程 15 15(1) 16 13 15

社会人の入学状況(正規学生）

＊ （ ）は社会人留学生を内数で示す。

キャリアアップコース「機械安全工学」（Ｈ１４－Ｈ１８）
修士課程「機械システム工学専」攻内に設置

専門職大学院「システム安全専攻」（Ｈ１８－ ）
技術経営研究科専門職学位課程内に設置

社会人留学生コース
英語での授業

英語での授業科目だけの履修で修士修了に必要
な単位（３０単位）の修得が可能

オーダーメイド工学教育プログラム（Ｈ１９- )

本制度は、企業等で実務についた後も、継続的に学習し、知識・

実務能力の向上を図っていく制度を求める社会のニーズに応える

ため、企業等から派遣された職員に対し特定分野の知識や実務能

力の向上が図れる科目を体系的に受講させ、更に受講目的に応じ

た指導教員を定め適切な研究指導を行うことにより、自己のスキ

ルアップや基礎力強化を目指し、かつ、企業等の社員教育の一助

とすることを目的とした制度です。

本プログラムでは学部及び工学研究科で開講している講義を受講

することが可能であり、学習の目的に合わせ、効果的に学習でき

るように、教員による履修アドバイスと「オーダーメイド」され

た履修プログラムにより基礎教育から最先端の研究内容まで幅広

く受講することができます。更に、正規の講義以外に、各研究室

で開講しているセミナーに参加でき、研究室に所属し期間内にお

いて研究活動を行うこともできます。



３.研究活動

(1)研究の実施状況

極端条件（極低温、超高圧等）での物質測定、材料合成法の開発
H19-

低炭素社会のためのメタン高度利用技術 H21-

次世代ものづくり技術の基盤となる超高信頼性材料創成事業H23-

天然ゴムを用いる炭素循環システムの構築(ESCANBER) H22-

環太平洋新興国との高度な双方向連携教育研究による持続型社会
構築のための人材育成・新産業創出拠点形成 H23-

20世紀ＣＯＥプログラム
(1)材料分野：「ハイブリッド調機能材料創成と国際拠点形成」
(2)ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境分野：「ｸﾞﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ革命による環境再生」

中川正春文部科学大臣を筆頭とする文部科学省視察団
のベトナムゴム研究所（RRIV）訪問時に共同研究の内容
を説明する本学の河原准教授（平成24年1月7日）

天然ゴムを用いる炭素循環システムの構築(ESCANBER) 



低炭素社会のためのメタン高度利用技術

２．大学力 特許登録件数・発明者

（週刊朝日2013年版「大学ランキング」抜粋）



２．大学力 書誌・引用データベースランキング
「SciVerse Scopus」掲載論文(2007～2011年)

（週刊朝日2013年版「大学ランキング」抜粋）

最近の本学の活躍データから

44

科学技術政策研究所の調査（2012年8月3
日）によると，材料科学(セラミックス）分野
の研究論文の被引用数（研究レベルを表し
ている）で、世界の大学の50傑に入った。
また、ダイヤモンド社等の大学総合力調査
によると、日本の全大学の30位。医療・歯
科、介護専門大学を除くと13位。

材料科学(セラミックス）

世界31位



(2)産学融合トップランナー発掘・養成システムの実施状況

2007年より公募開始、2
年間で10名を採用した。

8名がテニュア
2名が学外でキャリア

４.高専連携

(1)高専との連携状況

(1)図書館ネットワーク（電子ジャーナルの共同利用等）

(2)e-learningの配信（特に専攻科での利用）

(3)高専連携室（交流集会、連携プログラム等の検討準備）

(4)交流人事（年間２－３名）

(5)高専－技科大連合・スーパー地域産学官連携本部

(6)共同研究（学長裁量経費による公募：３２高専５０件の採択）

(7)カリキュラムのすり合わせ

２年までの単位として一括６６単位の認定

３・４年は再教育と卒業研究・実務訓練

(8)専攻科修了生の受入れ

(9)高専教員の供給

全国５１高専に１２７名の修了生が教員として活躍

(10)高専出身の本学教員：５５名（２１６名中）

(11)高専と協働する技術者育成アドバンストコース

(12)ＶＯＳ特待生制度



平成19年3月 平成19年9月 平成20年3月 平成21年3月

八戸高専

仙台電波高専

秋田高専

長岡高専

富山商船高専

長野高専

沼津高専

豊田高専

奈良高専

新居浜高専

弓削商船高専

北九州高専

佐世保高専

熊本電波高専

技大＋14高専導入
函館高専

苫小牧高専

釧路高専

小山高専

群馬高専

石川高専

松江高専

津山高専

大島商船高専

阿南高専

有明高専

11高専導入
旭川高専

一関高専

東京高専

富山高専

岐阜高専

鳥羽商船高専

米子高専

広島商船高専

呉高専

徳山高専

詫間電波高専

大分高専

12高専導入
茨城高専

舞鶴高専

高松高専

高知高専

鹿児島高専

5高専導入

5年リース
42高専導入

平成24年3月

第1期導入高専

第2期導入高専
第3期導入高専

第4期導入高専

所蔵データ数1,316,698件第1期導入高専

第2期導入高専
第3期導入高専

所蔵データ数1,030,423件

所蔵データ数1,041,864件

長岡技大＋42高専(第4期導入時）
累積所蔵データ数 3,935,718件
大阪大学と同規模の蔵書

システム更新

全国立高専
参加

VOS特待生／スーパーVOS特待生制度

• 10名 → 学部３年次から２年間の授業料を半額免除

• スーパーVOS特待生は、VOS特待生のうち1名 → 大学院進学時の入学料を全額免除、学部３年次から
修士課程までの授業料を半額免除、博士後期課程進学後は授業料全額免除

１年入学特待生

• 20名 → 入学料全額免除、入学後２年間の授業料を半額免除

• スーパーVOS特待生は、VOS特待生のうち10名 → 入学料全額免除、大
学院進学時の入学料も全額免除、学部３年次から修士課程までの授業料を
半額免除、博士後期課程進学後は授業料全額免除

３年入学特待生

• 10名 → 大学院進学時の入学料を全額免除、大学院修士課程の授業料を２年間半額免除

• スーパーVOS特待生は、VOS特待生のうち1名 → 大学院進学時の入学料を全額免除、修士課程の授業
料を半額免除、博士後期課程進学後は授業料全額免除

表彰者特待生

• 10名 → 入学料全額免除、入学後２年間の授業料を半額免除

• スーパーVOS特待生は、VOS特待生のうち若干名 → 入学料全額免除、修士課程の授業料を半額免除、
博士後期課程進学後は授業料全額免除

高専専攻科特待生

※上記の特待内容は平成24年度以降に特待生となった者に適用されている特待内容です。



５.地域社会との連携

(1)地域・社会との連携実施状況

包括協定
長岡市、小千谷市
第四銀行、北越銀行、大光銀行
日本原子力研究開発機構

高校との連携
SSHへの協力
高校生講座
高校理科教員研修
工業高校教員研修

地域への発信
｢テクノ探検隊」（地元テレビ局との共同企画）
技大祭、桜祭り

その他
公開講座、技術開発懇談会、高度技術者研修
まちなかｷｬﾝﾊﾟｽ（まちなか大学、まちなかカフェ）

地域人材育成事業「長岡ものづくり開発設計人材育成プロジェクト」、
「長岡モノづくりアカデミー 開発設計コース」



２．大学力 審査会委員の大学教員・若手教員の比率

（週刊朝日2013年版「大学ランキング」抜粋）

(2)産学官連携実施状況

産業界との連携実績

(1)企業経験のある教員の採用

開学当初は教員の3分の1以上

現在は 企業等勤務経験者62名（全教員218名）

内前職が企業等の教員52名

(2)開学当初より、企業との共同研究プロジェクト(原則3年間）

を実施する「技術開発センター｣を設置（国立大学初）

現在23件のプロジェクトを実施中

(3)企業等との共同研究：109件、受託研究：60件
(4)寄附講座

・機械安全工学寄附講座(2001.9～2007.8)
・eラーニング・コンテンツ研究開発寄附研究部門

(2003.4～2008.3)
・先端シミュレーション工学寄附講座

(2007.1～2009.3)
・最新パワーエレクトロニクスの応用技術富士電機

寄附講座 (2007.1～）

・先端シミュレーション技術寄附講座(2009.4～）



(5)連携大学院：１４企業・機関

(6)シニアテクニカルアドバイザー制度（企業定年退職者）

設計教育等の一部担当

(7)オーダーメイド工学教育プログラム

企業技術者の再教育、別分野・新分野の教育

３－４ヶ月間、研究室に所属しながら授業を受ける

(8)外部資金等の受入れ状況

約１９億円 （入学金・授業料収入13.4億円）

(9)新技術説明会、技術シーズプレゼンテーション、技術開発懇談

会

年度 昭55～平15 16～17 18 19 20 21 22 23

届 出件数 785 176 99 96 74 83 50 51

(うち、国又は機関に

帰属した数) (53) (169) (98) (83) (70) (76） (44） (45)

年度別発明届出状況

６.国際化

(1)グローバル化の進捗状況

本学特有の留学生
受け入れの３つの

パターン



国際連携教育（ツイニング・プログラム等）

本学では、国立大学法人化以前より海外の大学との協働教育プログラムを開発し、国立大学として初め
てツイニング・プログラム（TP）を導入するなど、国際連携教育プログラムの開発・運用においてパイオニ

アです。ツイニング・プログラムでは、日本語で専門技術が分かる数多くの学生を社会に出し、卒業生の多
くが国内企業や現地企業の指導的技術者として活躍するなど、大きな成果をあげています。

また、大学院生レベルの国際連携として修士・博士課程のダブル・ディグリー・プログラムの協定を締
結するなど、教育の質の保証を確保しつつ、新たな国際連携教育プログラムの構築に取り組んでいます。

○ツイニング・プログラム（学部生対象）

・ベトナムTP

ハノイ工科大学、ホーチミン市工科大学、ダナン大学

・メキシコTP

モンテレイ大学、ヌエボレオン州立大学

・中国TP

鄭州大学

・マレーシアTP

※日本マレーシア高等教育大学連合プログラム

○ダブル・ディグリー・プログラム（大学院生対象）

・釜山国立大学（韓国） （博士課程）

・グアナファト大学（メキシコ） （修士課程）

本学留学生の出身国



≪留学生向けの宿舎（国際交流会館）≫ ≪インターナショナルロッジ≫

(2)留学生支援状況

(1)チューター制度
(2)むつみ会によるボランティア支援
(3)授業料免除
(4)留学生のためのガイドブック（日英併記）
(5)留学生宿舎（約1/3の学生しか入居できない）

≪日越工学用語辞典≫
日本初のベトナム語版工
学辞書で市販もされてい
る。（８ヶ国語）

≪機械工学で学ぶ中級日本語≫
機械工学を学ぶ留学生のための
工夫を織り込んだテキスト

≪はじめての集中講義物語≫
初めて集中講義で出張する教
員向けのガイダンステキスト

本学が作成した日本語学習支援のための教材シリーズ

留学生向け教育支援の取り組み



本学の学術交流協定締結校の所在国の分布

Country Number of 
Partners Country Number of 

Partners

Asia

China 13 India 2

Thailand 12 Australia 2

Vietnam 8 Singapore 1

Malaysia 6 Indonesia 1

Korea 5 Mongolia 1

Taiwan 4

America

U.S.A. 3 Mexico 9

Canada 1 Venezuela 1

Chili 1

Europe

U.K. 1 Italy 1

Spain 1 Germany 2

Hungary 1 France 1

Romania 1

Oceania Australia 2

Total number of Partner Institutions: 81

JICAプロジェクトへの協力

60

• タイ・アジア工科大学専門家派遣（1989～）
• インドネシア高等教育開発計画（1993～）
• タイ・パトムワン工業高等専門学校拡充計画（1993

～）
• タイ・タマサート大学工学部拡充計画（1994～）
• インドネシア電気系ポリテクニク教員育成計画（2001～）
• マレーシア日本国際工学院計画（2003年～）
• サウデアラビア・リヤド技術短期大学電子工学技術

教育改善計画（2010）
• 東ティモール大学工学部支援計画
• 中国内陸部・人材育成事業
• ベトナム・情報処理研修計画
• ベトナム・メコン河流域水門モニタリング計画調査、
• ミャンマー・経済構造調整政策支援
• エリトリア高等教育支援
• アフガン支援など



７.社会変化への対応
1976.10. 1 長岡技術科学大学が開学、事務局を長岡工業高等

専門学校内に設置

1977.12. 1 事務局を長岡市上富岡町1603－1の現在地に移転

1978.4.18 第１回学部入学式を挙行
工学部（機械システム工学課程、創造設計工学課程、
電気・電子システム工学課程、電子機器工学課程、
材料開発工学課程、建設工学課程）

1980. 4. 1 大学院工学研究科（修士課程）設置
1986.4. 1 大学院工学研究科に博士課程設置

（材料工学専攻、エネルギー・環境工学専攻）

1987.4. 1 大学院工学研究科に情報・制御工学専攻（博士後
期課程）設置

1989. 4. 1 工学部に生物機能工学課程設置
1992. 4. 1 大学院工学研究科に生物機能工学専攻（修士課

程）設置

1994. 4. 1 工学部に環境システム工学課程設置
1998. 4. 1 大学院工学研究科に環境システム工学専攻（修士

課程）設置

2000. 4. 1 工学部機械システム工学課程及び創造設計工学課
程を機械創造工学課程に改組

工学部電気・電子システム工学課程及び電子機器
工学課程を電気電子情報工学課程に改組

工学部に経営情報システム工学課程設置
2004. 4 .1 国立大学法人長岡技術科学大学設置

大学院工学研究科機械システム工学専攻及び創造
設計工学専攻を機械創造工学専攻に改組

電気・電子システム工学専攻及び電子機器工学専
攻を電気電子情報工学専攻に改組

大学院工学研究科に経営情報システム工学専攻(
修士課程）設置

2006. 4 .1 大学院技術経営研究科システム安全専攻（専門職
大学院）設置

大学院工学研究科に生物統合工学専攻（博士後期
課程）設置

2012.4.1 大学院工学研究科に原子力システム安全工学専攻
を設置

教育組織の改組・設置の沿革

社会の要請

「グローバル化への対応」

世界で活躍できる人材
の育成

イノベーションを起こ
すことのできる人材の

育成

国際化

(1)海外大学との共同教育プログラム
(2)海外実務訓練の拡張
(3)日本人学生の海外派遣プログラム
(4)留学生の受入れ拡大

産学共同教育

(1)異分野融合コース等の拡充
(2)産学融合キャンパスの形成と学
生の主体的参加
(3)イノベーション教育手法の開発



三機関連携・協働教育改革構想の概要(計画調書補足資料)
－世界で活躍し，イノベーションを起こす技術者の育成－

豊橋技術科学大学

連携

全国国立高専(51校)

全国に展開するものづくり技術者教育
機関

国立大学法人長岡技術科学大学
国立大学法人豊橋技術科学大学
独立行政法人国立高等専門学校機構

長岡技術科学大学

高専機構

教育改革実施本部
（Headquarter）

(両学長・理事長・三機関理事各１名）

技術科学教育研究推進協議会
(教育改革実施本部＋産業界・地方自治体等）

産業界・金融機関
(経済団体,商工会議所,地域企業
等)

地方自治体

海外の日系企業・現地企業

MEXT，JSPS，JST，JASSO etc

他大学，海外協定大学

現地企業・
日系企業と
連携した世
界の中での
ものづくり

日本文化の再認識と現地文化吸収

内向き志向と言われる学生の意識を「未来志向」に改革
現地活動からエネルギーを吸収，現地学生とも共学・友
好

教員のグローバル教育力向上にも
寄与

共同設置する海外キャンパスを
活用した共同教育人材育成事業

より深化したグローバルビジネス展開力
を備えたグローバル技術者育成のための
海外キャンパスの共同設置とそこでの教
育を実現するとともに，独立専攻の共同
設置を検討する。

世界で活躍し，イノベーションを起こす技術者育成

高専教育高度化事業

グローバル先端技術科学
教育推進センターを中心
に海外連携・協働キャン
パスネットワークを構築
して人材育成事業を実施

産学官融合技術科学教育推
進センターを中心に産学官
融合キャンパスネットワー
クを構築して人材育成事業
を実施

両キャンパスネットワークを融合的に活用したイノベーション
指向実践的グローバル技術者の育成（現在の教育の補完と深化）

イノベーション指向
人材育成事業

グローバル指向
人材育成事業

技科大博士後期

技科大修士
（博士前期）

高専専攻科／技科大学部

高専本科

海外インターシップ・海外留
学
海外実務訓練
国際シンポジウムの共同開催
双方向ツイニングプログラム
ダブルディグリープログラム
教員FD等教育体制の向上
海外事務所共同設置・運営
海外同窓生ネットの構築

地域企業と一体となった技
術課題の解明

→イノベーション
企業と高専との共同研究提
案による卒業研究
実務訓練
全国規模での企業連携
＋高専・技科大連携

によるイノベーション

協働教育プログラム
接続カリキュラム
ＦＤ活動・人事交流

技科大・高専・企業・公設試・国研・自治体の融合キャンパス
⇒ イノベーションを指向する持続型の実践的技術者育成の場
⇒ 大学に運営資金の集まる仕組

技学パークにおける融合キャンパスのイメージ

イノベーションの湧出
（技学知の実践）

研究・開発資金

研究・開発資金

・産業の創出

・空洞化の克服

・知財管理・活用
・シンクタンク

キャンパスオフィス
試作室

パイロットプラント

技科大・高専
・政策に合った開発

・地方の持続的活性化

自治体企業

〈産学官連携の革新〉

・自立型の持続的
中小企業の育成

大学発ベン
チャー企業

タフな技術者・タフな企業
を育てる融合キャンパス
（タフ＝自立・持続型）



４．今後のスケジュール

12月25日(火) 第1回外部評価委員会

2月13日(水） 評価書提出（各委員）

3月上旬 評価書(案）の作成・送付（大学）

3月下旬 第2回外部評価委員会

4月上旬 評価書（最終案）の作成・送付と確認

4月下旬-5月上旬 評価書の公表

評価のポイント
⇒本学の取り組みが、本学の理念・目標を達成するものとなっているか

どうかについて評価をお願いします。

⇒本学の取り組みの優れたところ、今後さらに努力すべきところ等につい

てのコメントをお願いします。

⇒いただいた評価は、本学の取り組みに反映させるとともに、将来構想に

反映させていきます。


